
 
事業事前評価表 

 
Ⅰ．対象事業名 
国名：インド 
案件名：ハリヤナ州送変電網整備事業 
L/A 調印日：2008 年 3 月 10 日 
承諾金額：20,902 百万円 
借入人：地方電化公社（Rural Electrification Corporation Limited） 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 

インド全国の電力需給を見ると、1998 年度以降、電力量で約 6～9％、ピーク時電力で約 11～
14％の深刻な電力不足が生じている。加えて、高い送配電ロス率（2004 年度のインド全国平均は

31.3％）、頻繁に生じる停電が供給面での大きな問題となっている。 
インド政府は、第 10 次 5 ヵ年年計画（2002 年 4 月～2007 年 3 月）に引き続き第 11 次 5 ヶ年

計画（2007 年 4 月～2012 年 3 月）でも新規電源開発、送配電網の増強を重視し、同計画期間終

了までに 78,000MW の新規電源開発を実施するとともに、電源が集中する北部、北東部、東部か

らその他地域への効率的な電力供給のため、全国で高圧送電網を増強する見込みである。また、

2001 年より配電部門の改善を目的とした「早期電力開発・改革プログラム」を実施している。第

11 次 5 ヵ年計画では、送配電網の整備等を通じて現在 30%を超える送配電ロス率を 15%まで低減

させるとしている。 
本行の海外経済協力業務実施方針では、「経済成長に向けた基盤整備」を重点分野とし、電力を

含む経済・社会インフラの整備を通じて経済成長を促進するための支援を行う方針を掲げており、

本事業への支援は同方針に合致する。 
インド北部ハリヤナ州は、首都デリーに隣接するグルガオンをはじめとして本邦企業を含む外

国企業の進出、産業集積が急速に進んでいる地域であり、2005 年度の経済成長率は 12.6%に達し

ている。これに伴い、同州のピーク時電力需要は 2003 年度の 3,465MW から 06 年度は 4,837MW
に増加し（年平均増加率 11.8%）、今後も同程度の伸びが予想されるため、同州は新規電源開発及

び州外からの買電により需要増に対応する計画である。一方、同州の州内送電網においては、新

規に建設される発電所に対応する送変電設備の新設、また電力供給量の増加により多くの設備で

送変電容量が逼迫しつつあることに対応する送変電網の拡充が急務になっている。尚、同州には

既に 57 の本邦企業が進出しているが（2007 年 2 月時点）、同州は「デリー・ムンバイ間産業大動

脈」構想の対象地域とされ今後本邦企業の一層の進出が期待されている地域であり、本事業を通

じて電力の安定供給を確保することによる本邦企業への裨益効果が期待される。 
よって、本行が同州における送変電網の整備を目的とする本事業を支援することの必要性・妥

当性は高い。 
Ⅲ．事業の目的等 
本事業は、インド北部ハリヤナ州において、州内送変電網を整備することにより、急増する電

力需要に対応する安定的な電力供給の確保を図り、もって地域の経済発展と生活水準向上に寄与

するものである。 
Ⅳ．事業の内容 
1. 対象地域名：ハリヤナ州 
2. 事業概要 

送変電設備の新設 
3. 総事業費 

26,364 百万円（うち、円借款対象額：20,902 百万円） 



 
4. スケジュール 

2008 年 4 月～2010 年 8 月を予定（計 29 ヶ月）。全ての建設工事の完了時をもって事業完成

とする。 
5. 実施体制 
(1) 借入人：地方電化公社（Rural Electrification Corporation Limited） 
(2) 保証人：インド大統領（The President of India） 
(3) 実施機関：地方電化公社（Rural Electrification Corporation Limited）及びハリヤナ州送電

公社（Haryana Vidyut Prasaran Nigam Limited） 
(4) 操業・運営／維持・管理体制：ハリヤナ州送電公社（Haryana Vidyut Prasaran Nigam 

Limited） 
6. 環境及び社会面の配慮 
（1）環境に対する影響／用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：B 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」

（2002 年 4 月制定）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地

域に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断されるため、カテゴリ B に

該当する。 
③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、同国国内法上作成が義務付け

られていない。  
④ 汚染対策：工事中は、施工業者により必要に応じ騒音等に対する適切な緩和策が取られる。 
⑤ 自然環境面：事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺に該当せ

ず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 
⑥ 社会環境面：本事業は 97.5ha の用地取得を伴い、同国国内手続きに沿って取得が進めら

れる。なお、住民移転は発生しない。 
⑦ その他・モニタリング：本事業では、実施機関が工事期間中の騒音等環境面のインパクト

についてモニタリングする。 
（2）貧困削減促進：特になし。 
（3）社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）： 

特になし。 
7. その他特記事項 

特になし。 
Ⅴ．事業効果 
1. 運用・効果指標 

指標名 基準値 
（2007 年実績値） 

目標値（2012 年） 
【事業完成 2 年後】 

設備(容量)稼動率（％）   
 送電線 60％ 60％ 
 変圧器 83％ 75％ 
設備(時間)利用率 99.6％ 98.0％ 

 
2. 受益者数 
実施機関は配電会社に電力を供給し、受益者への直接の電力供給は各配電会社が担うことから、

本事業による直接的な受益者数は確認できないものの、間接的にはハリヤナ州の人口 2,114 万人

に裨益する。  



 
3. 内部収益率：（経済的・財務的内部収益率） 
以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 33.2％、財務的内部収益率（FIRR）

は 5.6％となる。 
【EIRR】 
費用：事業費（税金を除く）、維持管理費 
便益：変電所電力供給量増加効果、送電ロス率改善効果、代替発電費用節約効果 
プロジェクトライフ：30 年 

 【FIRR】 
  費用：事業費、維持管理費 

便益：料金収入増加、送電ロス率改善による収入増加 
プロジェクトライフ：30 年 

Ⅵ．外部要因リスク 
 特段なし。 
Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

既往の送変電網整備事業に係る事後評価からは、事業効果の十分な発現のためには、送変電網

の整備に加え、事業実施後の継続的な設備増強と潜在需要に対応する新規電源開発が必要との教

訓を得ている。これに対し、ハリヤナ州では 2011 年度末までに電力供給容量を約 10,000MW ま

で増加させる計画を策定しており、その進捗状況につき定期的にモニタリングしていく予定であ

る。 
Ⅷ．今後の評価計画 
1. 今後の評価に用いる指標 
(1) 設備(容量)稼動率（％） 

(2) 設備(時間)利用率（％） 

(3) 内部収益率：EIRR（％）、FIRR（％） 

2. 今後の評価のタイミング 
事業完成 2 年後 

 


